	パン製造業・パン製造小売業


需要は、安価な商品と付加価値の高い商品に二極化し、売上は、大手企業は前年をやや上回って推移し、中小企業は前年並みか前年をやや下回る水準で推移している。原材料費や燃料費が低下する一方、人材不足を背景に、人件費の上昇や生産体制の見直しなどへの対応が不可避で、収益の確保が課題である。こうした現状を受けて、付加価値の高い商品の開発、新たな販路や市場の開拓・創造に取り組む企業もみられる。
業界の概要

　パン製造業は、食パンや菓子パンなどの製造を専業として卸販売し、パン製造小売業は、食パン、コッペパン、菓子パンなどを自社の店舗や工房で生産し、一般消費者に販売している（日本標準産業分類）。

パンは、戦後の食料不足の時代に学校給食にパンが取り入れられたのを契機に、日常生活に普及した。大手製パン企業が、昭和30年代の高度経済成長期に工場大量生産を開始したことで、小売店が発展し、チェーン展開や消費者嗜好の多様化、量産化と商品の種類増などの付加価値が高まり、40年代には、自社の店舗や工房などで生産した焼きたてパンを提供・販売する製造小売事業所（ベーカリーショップなど）が増えた。

パンは、小麦（白パン）、ライ麦（黒パン）、玄米、国産米（米粉）などの原料による分類、食パン類、デニッシュペストリー、フランスパンなどの副原料の使用量による分類、型焼き（食パン類）、天板焼き（コッペパン、ロールパン）、直焼き（フランスパン）などの焼成方法による分類、卸小売される市販のパンと学校給食など向けの委託加工されるパンなどに分類される。

事業所の形態は、製造卸売や原料の仕入れから販売までの全工程を自社で行う製造小売パン店「オンプレミス型ベーカリー」（販売店１店の「シングルユニットリテールベーカリー」、販売店２店以上の「マルチユニットリテールベーカリー」、「ベーカリーチェーン」）のほか、工場から配送される冷凍生地を解凍し加工する「ベイクオフベーカリー」、生産現場から焼成したパンを店舗に配送する「フレッシュブレッドショップ」などがある。

関連法規は、JAS法や食品衛生法、計量法、不当景品類及び不当表示防止法のほか、付加価値の高い生産や学校給食の生産に必要となる、パン製造技能士、製菓衛生師、食品衛生指導員などがある。

　大きなウェイトを占める大阪の業界
製造業の事業所数は減少傾向にあり、25年から26年にかけて８事業所減少した。事業所数と従業者数が減少する一方、製造品出荷額等は23年の水準に増加し、１事業所あたりの出荷額等は増加している。26年の事業所数は46で、東京都の51、北海道の49に次いで、神奈川県と並んで全国で３番目に多い（対全国比4.5％）。従業者数（7,777人）、原材料使用額等（8,591,341万円）、製造品出荷額等（20,231,490万円）は全国で最も多く、対全国比はそれぞれ、9.1％、11.1％、12.2％である（平成26年工業統計調査、従業者４人以上）。

製造小売業は、平成９年まで事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積とも増加傾向にあったが、その後は減少傾向に転じて推移している。26年の事業所数（687）、従業者数（6,180人）、年間商品販売額（28,815百万円）、売場面積（30,557㎡）の対全国比は、それぞれ7.0％、7.1％、6.9％、6.3％で、事業所数は東京に次いで２番目に多い（平成26年商業統計）。なお、非製造のパン小売業は、異業種からの参入やコンビニエンスストアや量販店などとの競合が激化し、減少傾向が顕著にみられる（事業所数144、従業者数1,194人、年間商品販売額5,034百万円／平成26年工業統計表／平成14年は事業所数559、年間商品販売額11,550百万円）。
堅調に伸びる家計支出
パンに対する家計支出金額は、米よりも大きく、27年の家計調査年報では、全国で約1.4倍、大阪市で約1.6倍多い。近年、パンに対する家計支出金額は全国的に増加傾向を示し、27年の大阪市の総世帯の１世帯当たり年間支出金額は28,768円（食パン8,142円、他のパン
20,625円）で、他のパンに対する支出金額が食パンよりも2.5倍程度大きい。前年比は食パンが5.9％、他のパンが15.9％と増加した。１世帯当たり年間支出金額は、52の全国の都道府県庁所在市等のうち、京都、堺、奈良、大津、和歌山など関西の市が上位を占め、大阪市も８位（食パン９位、他のパン６位）に位置している。また、食料消費支出に占めるパンの支出金額の割合は、堺市が4.3％と全国で最も大きく、大阪市も3.4％と14位に位置している。
少子高齢化などで市場の大きな伸びを期待できないとの見方もあるが、品質にこだわる消費者が、週末企業などで自ら「マイクロベーカリー」を展開する例もあり、高付加価値商品の市場も一定程度成立している。
　業界の景気動向は概ね横ばい
パンの販売のピークは12月である。10～12月期の売上げは、大手では概ね前年を10％未満の水準で上回って推移し、中小では前年並みかやや下回る９割台の水準で推移した企業が多く、対前年を５～10％程度上回って推移した中小企業の多くは、商品開発（例：地場の農産品を使った商品や取引先のニーズに沿ったオリジナルパンは、販売価格が通常商品より２～３割程度高い）や販売先の見直し（例：拡充／分散化／給食の委託加工から飲食店や宿泊施設等向けへの移行）などが奏功した。商品別では、食パンよりもむしろ菓子パンの売上の方が良く、コンビニエンスストア等の新商品開発の影響がみられる。客単価は概ね不変で、景気動向の変化は大きくないが、部分的には、観光客の多いシティーホテルや中心市街地の飲食店向けの食事用パンの取引需要では、小口ながら一定の伸びと安定性がみられ、中小企業の業況向上に寄与している。
　収益の確保が課題

　電気、ガスなどの燃料費や小麦粉などの基本材料や副材料の原材料費は、２～３年前に大幅に上昇したが、その後は落ち着き、値が下がった（輸入小麦の政府売渡価格が10月１日から引き下げられた）。これにより、収益の改善が見込まれるが、取引や販売の価格は、最低賃金の引上げや社会保険適用の拡大（10月以降）、生産人材確保に向けた職場環境の改善や効率的な生産体制に向けた設備導入、衛生管理体制の向上、生産機械設備の老朽化に伴う更新や改修などに伴うコスト増などを背景に、据え置くか値上げをするところが多い。また、入手が困難で価格が上昇したバターは、製商品によって、フレッシュバターとコンパウンドバターを使い分けるところもある。
設備投資は大手を除いてやや低調
大手では、最大手の山崎製パンが、28年ぶりに建設投資規模が200億円超のパン工場（18年度稼動予定）を神戸市内に新設する計画のほか、首都圏で製造直売店を新設する企業もある。しかし、全般的に、維持・補修などの更新に留める企業が多い。包装機やオーブンなどの設備には５～15百万円程度を要するが、生産体制の効率化に積極的に取り組む中小企業では、毎年３～４千万円規模で設備投資を行っているところもある。
人材の確保が困難
　中小企業では後継者と現業部門の人材確保が困難化しており、生産（中小企業では機械化による一貫生産体制は難しい）や販売などに従事するパートやアルバイトの確保が難しい。会社によって、短期間で離職することの多い若年男性より、外国人技能実習生や就労意欲のある女性を受け入れるところもあるが、入れ替わりは多く、計画的で柔軟な生産が可能な、冷凍パン生地の生産に注力するところもある。人材確保難に加えて、製造経費に占める人件費の割合が３割程度と高く、給与アップが容易でない上、賞与支給のない会社もある。
今後の見通し

今後、高齢化の進展、学校給食のパン食の減少（週２回から１回）、パンの内需拡大の見通し（2015年の販売量が123万5千トンで12年に比べて1.3％増加し、2020年の市場規模は2010年比で13％増の9,370億円と予想／富士経済）などが業況に影響を及ぼすと考えられるが、多くの企業が人材不足や人材の流動化に直面し、技術水準や商品企画力の維持・向上が困難化し、現業部門の人材の定着・育成が課題である。求められる商品の開発に加えて、品質の安全性や健康に配慮した商品を開発し提案することによって、新たな需要層を開拓し、収益の向上に取り組むことが課題である。
（天野　敏昭）
	パン製造業及びパン小売業（製造小売）の事業所数、従業者数、製造品出荷額等、年間商品販売額の推移

	（単位：人、百万円）
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14年
68
8,790
148,842
1,465
96,692
1,299,726
22
55
8,698
179,423
1,191
94,287
1,469,027
23
55
8,768
206,417
1,409
84,058
1,674,993
24
55
8,187
189,515
1,097
85,778
1,572,411
25
54
8,928
193,795
1,072
87,691
1,605,531
26
46
7,777
202,315
1,030
85,803
1,658,982
資料：経済産業省『工業統計調査 産業細分類別統計表』、平成23年は総務省統計局『平成24年経済センサス-活動調査』で把握
（注）従業者４人以上の事業所の統計数値

	（単位：人、百万円）
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6年
1,123
7,430
39,235
11,432
78,946
471,659
9
1,194
8,784
47,177
12,591
90,085
527,204
14
964
7,946
31,826
11,744
91,091
422,237
19
869
6,625
33,679
11,334
86,304
397,204
24

602
5,704
-

8,345
70,897
-

26
687
6,180
28,815
9,804
87,118
417,083
資料：経済産業省『商業統計 第2巻 産業編（都道府県表）』、平成24年は総務省統計局『平成24年経済センサス-活動調査』



� ロールパン、フランスパン、クロワッサン、デーニッシュ、クリームパン、ドーナツ、あんパン、ドイツパン、サンドイッチやカレーパンなどの調理パン。
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